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中国における教師養成1)政策の展開と課題
The Development and Relevant Research Projects of Chinese Teacher Training Policy
戴　林
DAI Lin
要旨　本稿では、改革開放以降の中国における教師養成政策の展開を概観しながら、専門
職としての教師養成という視点から、教師養成課題の改革方向を検討した。
　改革開放以降、中国では社会主義現代化建設という上位目標の下で、全民族の資質向上
や人材の養成、労働者の資質向上などの下位目標が設定され、教育の重要性が強調された。
その一方で、教師養成をめぐる時代的要請として、量的拡大から質的充実への転換、「受
験教育」（中国語で応試教育）から「資質教育」（中国語で素質教育）への転換、専門性の
強調が唱えられた。
　以上の時代背景をもとにして、教師資格制度の改善、教師の待遇改善、プリ・サービス
の充実、現職教師研修の充実という四つの課題を取り上げ、近年教師養成における新たな
視点としての「専門職」の観点から、教師養成の問題点を指摘しながら、今後の改革方向
を提起した。
はじめに
　改革開放およそ 30 年を経過してきた教師養成は中国の現代化建設に適応する人材の育
成、教育水準の向上に大きく貢献してきた。だが、教師養成をめぐる環境が複雑化すると
ともに、教師養成政策の課題は増大している。
　改革開放以降、鄧小平氏を始めとする共産党のリーダーたちは師範教育の重要性を繰り
返し強調した。鄧小平氏の「教育は、現代に向け、世界に向け、未来に向ける」2)という
スローガンは中国の教育事業および教育改革の戦略方針として知られた。また、「現代化
の実現は科学技術が鍵である。科学技術の発展は、知識および人材が不可欠である」3)と
彼は述べたが、現代化建設に対応する人材戦略の提起として理解しうる。また、万里氏は、
各級師範教育に重点を置き、いい教師がなければ、経費があってもいい教育にならない。
教師の工作条件および生活待遇を徐々に向上させ、教師の地位を高めるべきだ4)と強調し
た。更に、1985 年、北京市尊師（教師を尊重する）イベントにおいて、陳雲氏は、四つ
の現代化には人材が必要であり、人材の養成は教育が必要であり、教育の発達は教師が必
要である5)と訴えた。
　以上の発言から、改革開放初期の師範教育の主要任務は人材養成であり、国家の需要お
　　　　　　　　　　　　　　　　
1) ここで述べる教師養成は、小・中学校の教師養成を指す。
2) 鄧小平『中国特色のある社会主義建設』人民出版社、1984 年、21 頁。
3) 鄧小平「人材の尊重、知識の尊重」『鄧小平文選』人民出版社、1983 年、37 頁。
4) 万里「全国教育工作会議上の講話」『教育体制改革文献選編』教育科学出版社、1985 年、26 頁。
5)『中国青年報』1985 年３月 13 日付。
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よび発展を優先することが分かる。1980・1990 年代、師範学校は大きく成長し、師範専
科学校および師範本科学校も発展した。劉（1993）は、建国後の師範教育を歴史的に紹介
し、師範教育の指導思想を検討するとともに、その現実的意義を示した6)。一方、胡（2005）
は師範教育の発展を促進していることは事実であり、それと同時に、様々な問題を明らか
にした。例えば、教育発展の規律に従えず、教育資源の浪費が生まれたこと、師範教育に
対する模索が不足し、わが国の師範教育は国際に遅れたことなど7)である。
　1990 年後半に、政府は教師養成への非師範学校化、総合大学での養成を奨励した。そ
の背景には、市場経済に対応する人材養成の多様化、基礎教育（資質教育）の改革への要
請があった。ここに、中国における特色のある「開放型」教師養成の模索は始まり、師範
教育が大きな転換期を迎えたのである。これにより、「開放型」教師養成をめぐる研究は
注目を浴び、その成果として、朱・胡（2009）は、改革開放 30 周年の教師教育のあゆみ
を概観し、その中で、師範学校の総合化、総合大学における教育学部・師範学部の設置と
いった教師養成モデルの模索について考察した8)。また、希 （2008）は総合大学教師教育
モデルに関して、主に二つの種類がある9)と述べ、一つに師範学校および他の学校の合併
により設立された総合大学である青島大学、寧波大学、蘇州大学などの国家重点大学にお
ける教師養成体制、もう一つに総合大学における教師教育学院の設置である廈門（アモイ）
大学、南昌大学、同済大学などの高水準大学の教師養成体制を実証的に考察、評価し、今
後の展望について述べている。
　しかし、教師政策に関する研究は以下にあげるようにまだ少ないのが実状である。
　一体どのような教師養成政策は科学的な政策といえるだろうか。孫（2002）は教師政策
が教育政策において核心的な位置にあり、教師に対する厳格な要求および優遇を科学的な
教師政策の構成要素として捉え、それが教師地位の向上、教職の誘導力と大きく関わって
いる10)と論じた。この研究では、科学的な教師政策の定義を試みているが、教師職業の自
主性、自律性など専門職としての教師養成という視点が欠如し、国家教育政策体系の一環
としての教師養成政策の論説にとどまっている。
　この後、石（2005）は改革開放以降の教師政策の内容に着眼し、教師要求政策、教師待
遇政策、教師管理政策という三つの方面から、教師政策体系の再構築を図っている。その
中で、教師要求政策について、理論の重要性に鑑み、教師資質理論および専門発展理論を
提起した。すなわち、教師の資質理論は、幅広い科学文化知識、学科専門知識、教育学の
教養および革新能力、生涯学習能力、高尚な職業道徳などを包括する11)。だが、専門職と
しての教師は教師養成にいかに対応すべきかについての論説は不十分だといえる。
　これまでの先行研究を見れば、教師養成政策がどのようなレベルの教育政策をもとに研
究を展開したのか、はっきりしておらず、政策の関連づけは十分に解明されていない。社
会主義現代化建設とされるあらゆる分野の最終目標および、時代の要請と教師養成政策の
　　　　　　　　　　　　　　　　
6) 劉問岫『当代中国の師範教育』教育科学出版社、1993 年。
7) 胡艶「建国以来師範教育発展の問題および原因分析」『教育学報』第１巻第５期 2005 年 10 月、93-94 頁。
8) 朱旭東、胡艶『中国教育改革 30 年―教師教育巻―』北京師範大学出版社、2009 年。
9) 靳希斌主編『教師教育モデル研究』北京師範大学出版社、2008 年。
10) 孫綿涛等著『教育政策論―中国特色社会主義教育政策研究―』華中師範大学出版社、2002 年。
11) 石長林「中国教師政策研究―教育政策内容をもとに考察する―」華中師範大学博士論文、2005 年。
283
中国における教師養成政策の展開と課題（戴）
展開に関する論説は十分とはいえない。
　日本においても、中国の教師養成政策の研究が行われている。陳（1994）は近代化を迎
える中日両国の教師教育体制の共通点と相違点を明らかにし、両国の政治、経済、文化、
教育体制の違いを分析した。黒沢・張（2005）は改革開放以降の教師継続教育を中心に、
特に市場経済により教師教育の改革を考察した。以上の研究はいずれも教師教育体制を対
象に、教師教育政策を変革の背景として紹介したことにとどまる。また、饒（2007）は、
1990 年代後半に社会の情報化や高等教育の大衆化、初等・中等教育改革によって、中国
において教師教育は大きな転換期を迎えていると述べ、また、「質の向上」、「構造改革」、
「生涯学習体系づくり」という三つのキーワードで近年の教師教育改革を特徴づけること
ができると論じた12)。しかし、この研究は、専門職としての教師という視点に言及してい
ない。
　さらに、中国の教育および教育改革に関して、篠原清昭（2001）は中華人民共和国教育
法および教員政策の法現象について、教育法と教師法が構成する教師管理システム（主に
教師資格制度・教師試験制度・教師職務制度等）の法理論と、実際の教師社会の問題実態
（「民営教師」・「無資格教師」・「教員給与不払い現象」等）にみられる現象との乖離の構
造を実証的に分析した13)。王（2004）は、教師教育に関して、総合大学などの教師教育へ
の参入によって、一般教育が強調され、教職性が弱まり、その一方で、日本では教師教育
の教職性が強調され、中国と逆の方向を模索しているように見られる14)と指摘した。これ
らの研究は教師教育に触れたものの、法律および比較の視点から論じたものである。
　そこで、本稿では改革開放以降、教育政策と教師養成政策の変革を整理しながら、教育
政策の上位目標を念頭に置き、時代の要請に求められる教師養成政策を概観する。それに
基づいて、専門職としての教師という視点から教師養成の課題を明らかにし、今後の改革
方向を検討する。
１　教育政策と教師養成政策の変革
　1978 年以降、あらゆる分野の上位目標である社会主義現代化建設を達成するため、教
育の貢献が繰り返し強調され、その中で教師の役割が大きく期待された。それに対して、
社会の変革とともに教育政策の下位目標が変わり、教師に対する要求も変化した。以下で
は、1978 年以降 2005 年にかけて、党中央・国務院が公布した教育に関する政策および教
師養成の改革を四つの時期において、概観する（表１参照）15)。
　表１を見ると、改革開放以降に経済体制の改革に適応する人材の育成、労働者の資質向
上などマンパワーの提供が教育改革の課題であることは明らかである。そうした中で、教
育改革の担い手と言われる教師に関して、教師養成や教師待遇、教師研修など様々な改革
　　　　　　　　　　　　　　　　
12) 饒従満「中国における教師教育の改革動向と課題」『教員養成カリキュラム開発研究センター研究年報』
第６巻、2007 年。
13) 篠原清昭『中華人民共和国教育法に関する研究―現代中国の教育改革と法―』九州大学出版社、2001
年。
14) 王智新『現代中国の教育』明石書店、2004 年。
15) ここで取り上げる政策は改革開放以降、中国における公表された重大な教育政策およびその下位教師
養成改革策を示す。
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表１　党中央・国務院が公布した教育に関する政策
年
月
日
政策文書 教育改革の目標 教師養成の改革目標
1985
５
27
教育体制改
革に関する
決定
　教育体制改革の根本的な
目的は、民族資質を高め、
優れた人材を多く養成する
ことである。
　十分な数の、適格で安定した教師陣
を築くことは、義務教育の実施・義務
教育レベルの向上にとって基本であ
る。そのため、国が特定の措置を定め、
小・中学校・幼稚園における教師の地
位、待遇を向上させ、教育事業に一生
従事させる。
1993
２
13
中国教育改
革および発
展綱要（以
下綱要と省
略する）
　中国共産党第十四次全国
人民代表大会は、中国の特
色ある社会主義理論の指導
のもと、1990 年代わが国
の改革と主要な任務を確定
し、「必ず教育を優先的に
発展させる戦略的地位に置
き、全民族の思想道徳と科
学文化水準を高めることに
努力する。それは、わが国
の現代化の根本大計画であ
る」ということを明確に提
出する。…そして、1990
年代から次世紀初めに至る
教育の改革と発展を指導
し、教育を更に効果的に社
会現代化の建設に奉仕させ
るよう、特別にこの綱要を
制定する。
　教師陣の良好な政治教養、構造の合
理化、生活の安定は教育改革および教
育発展の根本の大計である。重大な政
策と措置を取り、教師の社会地位を高
め、教師の工作、学習と生活条件を改
善し、教師を人々に最も尊重される職
業にするように努力する。
　教師は人類の魂の工程師であり、必
ず自己の思想政治教養と業務水準を高
め、教育事業を熱愛し、人を教え育て、
人の模範となる。授業を熱心に組織し、
教育改革に積極的に参加し、授業の質
を高める。
　教育系統の給与制度を改革し、教師
の給与待遇を高め、次第に教師の給与
水準と全民所有制の企業と同等に高め
る。住居とその他社会福祉方面におい
て、教師を優先する政策を執行する。
民営教師の工作を改善する。
1999
６
13
教育改革を
深化し、全
面的に資質
教育を推進
する（以下
資質教育決
定と省略す
る）
　現在の世界では科学技術
が急速に発展し、知識経済
が始まり、国の実力に関す
る競争が激しくなってき
た。総合国力の競争におい
て、教育は基礎である。国
力の大小は労働者の資質、
各種の人材の質によるもの
である。そのため、21 世
紀をまたぐ人材の質の向上
が更に要求されている。…
　資質の高い教師の育成は資質教育改
革の鍵である。
　教師養成・研修には資質教育に重点
を置き、教師養成の質を向上させるた
め、師範教育を強化、改革する。師範
学校の構造調整に取り組み、総合の高
等学校および非師範学校が教師養成と
研修に参加するように奨励され、条件
が整備されている総合の高等学校で
は、師範学部を設置する。また、教師
の学歴向上が必要である。
　すべての教師を研修させ、中堅教師
を重点とする再教育を通じ、小・中学
校における教師の質を向上させる。
285
中国における教師養成政策の展開と課題（戴）
方針が提言された。主な方針としては、教師の資質向上、学歴向上、教師待遇の改善、現
職教師の研修、総合大学の教師養成への参加などが挙げられる。
　その一方で、教師養成をめぐる環境は変わりつつあり、以上述べた改革目標はどのよう
な時代要請に関連したのか、見極めることは不可欠であろう。
　教師養成をめぐる時代的要請として、以下の三つが挙げられる。
　第一に、量的拡大から質的充実への転換である。建国以降、教育は紆余曲折を経つつ発
展を遂げてきた。そうした状況の中で、当初深刻な教師不足の解消は喫緊の課題となった。
そのため、改革開放以降に教師の数は大幅に増加した（表２参照）。
　表２は建国後、小・中学校の専任教師の規模を示したものである。1965 年と 1978 年の
時点では、義務教育段階における専任教師の数は著しく増加し、1978 年から 1980 年まで
僅かに増えていた。1985 年から 2000 年にかけて、小学校の教師は漸増し、中学校の教師
は急増し、それぞれ 586.03、324.86 万人に達した。2001 年から 2008 年にかけて、専任教
師の数に大きな変化がなく、小学校の教師はおよそ 560 万、中学校の教師はおよそ 340 万
にのぼった。
　教師資格制度を全面的に推進し、社
会に向け教師資格の認定を展開し、
様々なルートから教師を募集し、競争
原理を導入し、教師の採用制度を改善
させ、教育の質と効率を向上させる。
2001
５
29
基礎教育改
革と発展に
関する決定
　基 礎 教 育 は「科 教 興
国」16) 戦略の基礎であり、
中華民族資質の向上、人材
の育成、社会主義現代化建
設に対する全局的、基礎的、
先導的な役割を果たしてい
る。
　高い資質を持つ教師陣の建設は資質
教育の鍵となる。師範学校を主体とし
て他の高等学校の共同参与、教師の養
成と研修の一体化、開放型の教師教育
体系を更に改善させる。
　師範学校の構造を調整し、「三級師
範」から「二級師範」17) へ転換させ、
条件が整っている地域では小学校教師
を専科レベル、中学校教師を本科レベ
ルに養成させ、高校教師の学歴を更に
向上させ、教育碩士の規模を拡大させ
る。小・中学校における資質教育に対
応する教師養成の基準と課程計画を確
立させ、教学の実践を強化するととも
に、師範学校の卒業生の教科教育と生
涯教育の能力を向上させる。
　　　　　　　　　　　　　　　　
16) 1970 年代、鄧小平氏は「四つの現代化の建設を実現するため、科学技術が鍵であり、教育が基礎で
ある」という思想を打ち出し、「科教興国」戦略の理論基礎を構築した。1995 年６月、中共中央国務院
が科学技術進歩の推進に関する決定が公布され、「科教興国」戦略を正式に軌道に乗せるようになった。
17)「三級師範」は建国後、ソビエトをモデルとする中等師範学校、高等専科師範学校と高等師範学校（師
範学院および師範大学）を 、「二級師範」は高等専科師範学校と高等師範学校（師範学院および師範大学）
を指す。
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　以上から分かるように、建国後から改革開放初期にかけて、教師の不足が深刻化してい
た。それに対して、2001 年以降に教師の量的拡大はほぼ解決されたといってよい。
　1996 年に第五回全国師範教育工作会議が開催され、教師教育は数、規模の拡大から、
資質の向上や構造の改革、効果の向上を目指す新たな段階に転換すべきであると指摘した。
この背景として、饒従満は教師不足の問題が大きく緩和され、教育部の見込みによると、
全国で小学校と中学校の教師の余剰が、2010 年にはそれぞれおよそ 80-100 万人、40-60
万人になる。こうした状況から教師の資質向上を目指す教師教育への転換を訴えた18)。そ
して、教師の資質向上、特に学歴の向上を先取りすることを主張した。なぜなら、大量に
生じた不合格の教師は、教育の質を阻害しているためである。
　小学校の教師は中等師範学校（３-４年）卒業およびそれ以上の学歴、初級中学教師は
師範専科学校（日本の短期大学に相当する）（２-３年）卒業およびそれ以上の学歴、高級
中学教師は師範大学或いは師範学院本科（４年）卒業およびそれ以上の学歴が要求された。
しかし、1985 年の時点では、大学本科卒業およびそれ以上のレベルの初級中学教師は全
体の 5.4%、大学中退および専科卒業レベルの初級中学教師は全体の 22.1%、中等学校卒業
およびそれ以下のレベルの初級中学教師は全体の 72.5%を占めた19)。一番皮肉なことには
「非識字者が非識字者を教え、小学生が小学生を教え、初級中学生が初級中学生を教え
た」20) のであった。『人民日報』（海外版）（中国共産党中央委員会の機関新聞であり、
1985 年７月創刊された）によれば、1980 年に小学教師の合格率は 49.9%、中学教師の合
格率は 12.7%、高中教師の合格率は 35.9%となった21)。
　そうした状況に直面し、師範学校の発展や教師の学歴向上などを政府は積極的に推進す
ることになった（表３参照）。以下、小学校の専任教師を例として概観する。
　表３を見ると、1989 年の時点では、専科学歴或いはそれ以上を持つ小学校の専任教師
はなく、国家が規定した学歴基準に合格した人数が 71%にとどまり、不合格の教師はお
表２　中国における小・中学校専任教師数の推移（単位 : 万人）
1949 年 1965 年 1978 年 1980 年 1985 年 2000 年 2001 年
小学校 83.60 385.71 522.55 549.94 537.68 586.03 579.77
中学校 5.26 37.92 244.07 244.90 215.99 324.86 334.84
2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年
小学校 570.28 562.89 559.25 558.76 561.26 562.19
中学校 346.67 347.68 347.18 346.35 346.43 346.90
出典：中華人民共和国教育部ホームページ、教育統計データ。
注：小・中学校の専任教師数について 2001 年、2007 年、2008 年教育統計データにより作
成する。http://www.moe.edu.cn/
　　　　　　　　　　　　　　　　
18) 饒従満、前掲論文、40 頁。
19) 陳永明『中国と日本の教師教育制度に関する比較研究』ぎょうせい、1994 年、72 頁。
20) 陳永明、前掲書、57 頁。
21)『人民日報』（海外版）1993 年６月 13 日第３版。
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よそ三分の一を占めた。これに対して、1998 年になると、専科学歴或いはそれ以上を持
つ教師は次第に増加し、12.84%に昇り、教師の合格比率は合わせて 94.59%に達した。
2006 年では修士学歴の教師が出現し、専科・本科学歴を持つ教師は 62.03%を占め、合格
教師は 98.87%にのぼった。
　このことから、中国では高学歴の教師養成が拡大すると予想される。
　第二に、「受験教育」から「資質教育」への転換である。1999 年、中共中央・国務院が
公表した「資質教育決定」では、資質教育改革が公的に提起された。資質教育は包括的な
概念であり、それをめぐる議論が続いている。この改革は以下の背景のもとで提起された。
　まず、国家政策の視点から見ると、21 世紀の世界では知識経済の到来、科学技術の発達、
とともに総合国力の競争が激しく展開されると想定される。また、従来の教育体制、観念、
内容などは人材の養成を阻害しているという反省もかかわり、かつ、教育現場では知識の
詰め込み、「高分低能」の子ども育成（成績優秀でありながら、試験以外に何もできない子）、
子どもの負担過重などの問題が生じ、受験教育の弊害がかなり深刻な状態であったことな
どがこの政策転換の背景といえる。
　これにより、資質教育は新たな教育理念として、21 世紀に向けた人材の育成に向けて
大きく掲げられた。
　資質教育の方針の特徴は以下のとおりである。第一に、教育はすべての子どもを対象と
することである。1300 年にわたる科挙制度により「人材選抜型」の教育体制が固定化され、
現在の教育現場にも影響を与えている。成績に基づいて子どもの能力を判断する傾向は、
教育現場でも社会でも顕在化している。この「人材選抜型」を打破するものである。第二
に、学習者を中心とする教育方法の改善である。従来の教育体制のもとで、子どもは学習
の主体ではなく、子どもの好奇心・興味などが無視された。そして、資質教育は子どもの
実践能力、革新能力、創造能力という子どもの学習主体性が訴えられた。第三に、「資質
教育」は義務教育のみならず、高等教育、職業教育、成人教育などすべての段階で展開し、
学校教育の他に、家庭教育、社会教育などをも包括するものとされた22)。
　以上、資質教育は従来の教育体制の反省から提起され、「教育は人なり」と言われるよ
表３　小学校専任教師学歴状況
年
教師数お
よび比率
修士 本科 専科
中等師範、
中等専科、
高校卒業
中等師範、
高校卒業
以下
初等師範、
初等学校
卒業以下
合計
1989
教師数（人） － － － 3955785 1376580 211453 5543818
比　率（%） － － － 71 25 4 100
1998
教師数（人） － 31380 715514 4757509 314987 － 5819390
比　率（%） － 0.54 12.30 81.75 5.41 － 100
2006
教師数（人） 2158 510232 2955535 2056326 63306 － 5587557
比　率（%） 0.04 9.13 52.90 36.80 1.13 － 100
出典：朱旭東、胡艶、前掲書、７-８頁。
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うに、子どもの人格且つ全面的な発達が今後の課題となっている。
　資質教育改革の一環としては、2001 年に「基礎教育改革と発展に関する決定」が公表
され、資質教育に適応する基礎教育課程の再構成が求められた。その中で、小学校に総合
課程、中学校に学科課程と総合課程の統合、高校に学科課程を主とすると定めた23)。同年
に「基礎教育課程改革綱要」が施行され、学生の自主学習、探究精神、情報処理、新知識
の更新およびコミュニケーション能力を重視すべきであり、また、総合課程の設置、学生
の生活・現代社会・科学技術の発展と関連する課程内容の改善、生涯学習に求められる基
礎知識と技能の習得が求められた24)。
　第三に、専門性の強調である。
　1960 年代、ユネスコ・ILO の「教師の社会的地位に関する勧告」をきっかけに、「教師
= 専門職」が世界的に注目を集め、その後、1996 年に世界教育大会が公表された「世界
での教師役割強化に関する教育」の中で、「教師 = 専門職」が教師の地位と教育現場条件
の改善戦略として、再び提起された。このような中で、中国においても「教師 = 専門職」
を新たな視点として教師養成の改革が推進された。
　1990 年代以降、中国では「教師 = 専門職論」をもとに、教師養成に対する理論と実践
の模索が展開された。
　まず、教師法を始めとする教師資格条例、教師資格条例の実施方法などの法律・法規の
公表によって、「教師 = 専門職」理念が確立された。それに基づいて、厳格な教師資格要
件を備える教師資格制度の確立が求められ、且つ教師養成のみならず、教師採用、教師研
修、教師管理なども「教師 = 専門職」という基準に従わなければならないとした。
　次に、「教師 = 専門職」を達成させるため、教師地位の向上は不可欠であるとされた。
具体的には教師待遇の向上に取り組み、給与体系の改善、教師の住宅・医療を含める福祉
政策の改善、農村部における教師給与の向上、それに対する各級政府との共同管理体制の
強化が唱られた。
　更に、教師の専門的な地位の確保が要求された。教育改革に参加する教師権利の確保、
教育教材の改善に教師の参与など、つまり、教師の高度な自主性・自律性の問題が注目さ
れた。
　以上、教育政策と教師養成政策の変革について、国家の政策という視点と時代の要請か
ら概観したものである。それを背景として、今後の教師養成における大きな課題は何か、
以下検討する。
２　今後の課題
　教師の資質向上は中国のみならず、世界においても共通の課題であろう。発展途上国の
中国は、よりよい教育を作るため教師の資質をいかにして向上させるか、様々な課題に直
面している。以下では専門職としての教師という視点から教師養成の課題を示し、今後の
　　　　　　　　　　　　　　　　
22) 中華人民共和国教育部ホームページ「資質教育決定」（1999 年６月）
http://www.moe.edu.cn/edoas/website18/14/info3314.htm 2009 年 11 月 19 日アクセス
23)「基礎教育改革と発展に関する決定」国務院公表、2001 年５月 29 日。
24)「基礎教育課程改革課程綱要（試行）」教育部公表、2001 年６月７日。
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改革方向を検討してみる。
2.1　教師資格制度の改善
　1993 年に中華人民共和国教師法が公布され、第 10 条では国家が教師資格制度の実施を
明確化した。本法が規定する学歴を取得すること、或いは国家の教師資格試験に合格する
こと、また認定によって教師資格を取得することができることになった25)。次いで、1995
年に教師資格条例の公表によって教師資格制度は具現化し、その中で、教師資格の種類お
よび適応範囲、資格条件、資格試験、資格認定が定めされた。
　しかしながら、時代の変革とともに教師資格基準、資格試験、資格の有効期間などは、
世界での教師教育の発展に対して大きく立ち遅れ、その結果、教師資格制度の再構築とし
て、教師資格制度の多様性と柔軟性が要求されるようになった。以下教師資格制度の問題
点を指摘しながら、今後の改革方向を検討する。
　これまでの教師資格制度は、教師の資質向上どころか、教師の発展を阻害してきた面が
あった。特に総合大学の教師養成や教師の専門的能力などの視点からみれば、現行の教師
資格制度は教師資質の劣化につながっているといえる。
　まず、現行の教師資格制度は教師像に関する基準がなく、教師の学歴の規定にとどまっ
ていた。次に、教師養成段階における一般教養課程、教科課程、教職課程を含める教師養
成課程の基準・内容と関わらず、師範学校或いは師範系の学生であれば、共通語試験の二
級乙等を取得し、直接教師資格証明書を申請することが一般的であり、非師範の学生が教
育行政部門に行われた教師資格試験（教育学、教育心理学）に合格すれば、共通語試験の
二級乙等を取得したうえで、教師資格証明書の申請ができる。更に、教師資格制度の柔軟
性について、異なる種類の学校或いは学科の教師資格を相互認定できるか、或いは高一級
学校の教師資格証明書を持つ方は低一級の学校で授業を担任できるか、また異なる学科の
教師資格証明書の間に相互認定できるかなどの問題は不明であった26)。
　そして、以上の問題を認識したうえで、教師の専門的・実践的な力量を養成するため、
以下の改革方向を考える。
　第一に、教師に専門的な力量をつけてもらうため、小・中学校におけるそれぞれの教師
資質を十分に検討したうえで、教師像を明確にする必要がある。教師資格制度は教師の資
質に関する最低基準を定めることである。にもかかわらず、基準があまりに低いと教師の
資質が向上されず、あまりに高いと教師の供給不足になりかねない。現在の中国では、大
学レベルの教師養成が求められ、教師地位の低さにより特に小学校の教師養成に困難が生
じている。そのため、教師の学歴基準は経済が発達した地域、発達していない地域、貧困
地域を区別するほうが有効ではないかと考えられる。
　第二に、教師の養成方法（特に教師養成課程）を定めることは不可欠である。教師の力
量形成には教師養成課程の充実が必要である。それは教師の資質、基礎教育の質に対する
根本的な保障といえよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　
25) 中華人民共和国教育部ホームページ「中華人民共和国教師法」、前掲。
26) 魯素鳳「わが国の教師資格有効性における問題と対策」『教師教育研究』第 17 巻第１期、2005 年１月、
21 頁。
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　師範学校の変革とともに教師養成課程の改善が以下のように行われた。教師の一般教養・
総合資質が求められる中で、一般教養課程の増加、主・副専攻制の導入、選択科目の増加、
大学院課程の活用などが代表的である。しかし、教職課程の比率は相変わらず低いのが現状
である。また、教師の実践能力を養成する教育実習の画一化・不足は深刻であり、就職市場
の影響で師範学校の学生は教育実習学校の確保が困難となって、教育実践が形骸化した27)。
　そして、教師養成課程について、全国で基準を統一するのは困難かもしれないが、教師
養成課程の最低基準を定めることは可能であろう。それと同時に、教師養成課程の柔軟化
が求められ、各師範学校の教師課程改革を奨励すべきであると思われる。また、教職課程
の増加や教育実習の充実など教師の教職能力の向上が必要である。
　第三に、社会的な要請に応えることである。国家教育政策の変革と時代の要請の下で教
師教育は変わりつつである。このようにして、教師需給、一人っ子政策により子どもの減
少、特別人材の採用などを前提として、教師資格制度の柔軟性が必要である。
　以上に述べた異なる学校、学科の教師資格相互融通について、教師資格制度のあいまい
さによって、現実は異なる学科の教師がお互いに授業を担当する事例がよく見られたが、
教育の質の低下が生じることは間違いない。これに対して、魯素鳳は学校種別および学科
種別の教師資格証明書を持つ人は当該学科と学校の教師を担当することを原則とし、ただ
し、特別な場合では（例えば、教師不足）異なる学校種別且つ同様な学科の教師の相互融
通が可能であり（例えば、中学校の数学教師は小学校28) の数学教師を担当することは可
能である）また、異なる学校種別且つ学科の教師の相互融通も認められ、学科接近或いは
上一級の学校から下一級の学校への融通が可能であると提案した29)（例えば、中学校の文
科『政治、国語、歴史等』教師は小学校の異なる文科を教えることは可能である）。これ
は教師採用の混乱を規制することが有効であろうが、特別な場合の判定が難しく、教師の
採用権力を持つ学校側は、学校の都合による教師採用が多く見られたが、制度上の緩和に
よって教師の資質低下の可能性があると思われる。したがって、教師資格制度の厳格化は
必要である。
　また、現代社会に知識更新の速さや教師職業の規律や教師資質の向上などの要求に応え
るため、教師資格の更新は必要である。アメリカ、日本などの国では教師資格の終身制を
廃止し、一定の期間で教師資格の更新が求められた。アメリカは州ごとに異なる規定があ
るが、専門的な教師資格証明書の取得は簡単ではない。日本では平成 19 年６月 27 日公布
された「教育職員免許法および教育公務員特例法の一部を改正する法律」によれば、普通
免許状および特別免許状に 10 年間の有効期間を定めることとした（第９条）。教師自らが
上一級の免許と不断の研修に努めることを基本とし、計画的・継続的に研修に取り組むよ
うと奨励された30)。
　　　　　　　　　　　　　　　　
27) 靳希斌主編、前掲書、50 頁。
28) 中国では小学校と中学校と同様に、学科担任制度を設立した。
29) 魯素鳳、前掲論文、24-25 頁。
30) 文部科学省のホームページ 「教育職員免許法および教育公務員特例法の一部を改正する法律につい
て」http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/07081707.htm2010 年３月 19 日アクセス
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2.2　教師の待遇改善
　教師の待遇改善は専門職としての教師地位の向上と結びついている。改革開放以降、中
国政府は教師の地位を向上させ、教師職業が最も尊敬される職業となるべきものとした。
具体的には教師の政治地位、社会地位、教師の給与向上、住宅、医療などの待遇改善、教
師に対する奨励、栄誉など様々な要素が含まれる。しかし、教師の給与は必ずしも高いと
はいえず、むしろ農村部での教師給与問題は深刻であった。それに対して、新たな教師給
与体系の確立が不可欠である。
　前述のユネスコ・ILO「教師の地位に関する勧告」の中で「教師の地位に影響を与える
様々な要素の中で給与は特に重視されるものとする」としている（114 項）。続けて「現
在の世界の情勢では、教師に与えられる地位または尊敬、その役割の重要性についての評
価の程度等の給与以外の要素が、他の類似の専門職の場合と同様に、教師の置かれている
経済的地位に依存するところが大きいからである」としている。その上で、教師給与の内
容について、①社会に対する教育機能の重要性、従って教師の重要性、就職のときから負
うあらゆる種類の責任を反映すること、②類似・同等資格を必要とする他の職業の給与に
比較して有利なものであること、③自己・家庭の相応な生活水準を確保するとともに、研
修を蓄積し、文化活動を継続し、もって専門職としての資質を高める手段を提供するもの
であること、④教師の職の中には、高度な資質経験を必要とし、より大きな責任を伴うも
のがあることを考慮すること、をあげている（115 項）31)。それに照らして、中国での教
師給与体系の改革方向を更に検討する。
　第一に、改革開放以降、教師の給与体系が徐々に改善され、教師の給与が確実に引上げ
られた。しかし、教師の給与向上より教師の貢献精神を強調する固有観念の存在、教育の
重要性・教師の重要性という社会認識が希薄であることなどは教師の給与体系の改善を阻
害している。
　義務教育の発展を阻害する大きな要因として、義務教育への財政投入の不足が挙げられ
る。義務教育経費は国務院と各級人民政府の共同負担であり、経費投入財源の約 78%は郷、
鎮にあり、約９%は県32) 財政負担、約 13%は中央財源となっていることである33)。それは
1990 年代に義務教育経費の責任は郷（鎮）級人民政府に移転したことを背景としていた。
それに対して、2006 年に新しい義務教育法が公布され、義務教育経費について、国務院
と地方各級人民政府の共同負担であり、省・自治区・直轄市人民政府が責任をもって保障
する体制となる34)。このようにして、義務教育経費の責任は省級人民政府へ引き上げ、郷
（鎮）、県級財政より省級財政の充実を求めている。しかしながら、義務教育は依然とし
て「地方責任」によるものであり、教育への国家の投入不足が深刻であった。日本では戦
後教職競争の高倍率と教職の魅力を支えたのは、待遇における高賃金と公務員として職業
　　　　　　　　　　　　　　　　
31) 榊達雄「教員給与の在り方の問題と課題―職階制、成果主義などとの関係を中心に―」『日本の教師
教育改革』学事出版株式会社、2008 年４月、81 頁。
32) 中国現行の行財政体制は、①中央、②省、③市（地）、④県（区）、⑤郷（鎮）という分け方もあるし、
①中央、②省・直轄市・少数民族自治区、③市・県・区、④郷・鎮、⑤町・村という分け方もある。
33) 劉占富「中国教員給与制度の実態と問題」『日本教育政策学会年報』第 14 号、2007 年、166 頁。
34) 中華人民共和国義務教育法（1986 年４月 12 日第六次全国人民代表大会第四次会議通過、2006 年６月
29 日第十次全国人民代表大会常務委員会第二十二次会議改定）
http://www.moe.edu.cn/edoas/website18/69/info20369.htm2010 年６月１日アクセス
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安定性、そして社会地位の高さにあったと佐藤学は指摘した35)。しかし、この状況は現在
崩れつつあり、2005 年 11 月、義務教育費国庫負担制度について、国の負担率は二分の一
から三分の一に下げ、国庫負担金 8500 億円（前年分を含む）を削減し、地方に税源委譲
する方針を決定した36)。そこで、教師の給与、地位などの向上に対する教育へ国家の財政
投入は大きな役割を果たしていることは間違いない。
　また、教育経費運営の実践から見れば、地方のリーダーたちは自らの業績を作るため、
教育を無視する場合が多い。その問題について、袁連生は「教育の効果は周期が長いため、
多くの政府リーダーは教育の役割に対する認識が曖昧である。教育への支出が無視されて
いる」37)と指摘した。教師の地位が低い原因について、韋典華は「共産党内部における知
識軽視、教育軽視、知識人軽視という観念、特に小・中学校教師を軽視する思想の影響」
を指摘した38)。
　総じて、基礎教育、教師に対する社会全体の思想転換、特に教育を重視する国家、リー
ダーの責任が求められ、それによって、基礎教育経費の不足、教師給与の向上は次第に解
決されると想定される。
　第二に、教師の給与は確実に引き上げられてきたが、他の職業と比較すれば必ずしも有
利なものとはかぎらない。
　改革開放以降、中央政府は教師の収入制度に対して何度も調整した。また、1980 年、
教齢手当の導入が提唱された。それによって、小・中学校の教師収入が次第に上昇した。
その後、1988 年、国務院は小・中学校の担任手当基準を向上させ、担当する授業時間数
以上の報酬制度の充実を要求した。1993 年に「綱要」によれば、教育系統の給与制度を
改革し、教師の給与待遇を高め、次第に教師の給与水準と全民所有制企業と同等に高める
とされた。住居とその他の社会福祉において、教師を優先させる政策を執行する。また、
民営教師の工作を改善するとされた39)。1993 年に教師法では、教師の平均収入基準は国
家公務員の平均収入基準と同等する、或いは上回る、継続的に向上させると明確にされた。
この一連の改革は教育への国家の重視によるものである。しかし、全国諸分野の平均収入
を比較すれば、教師の給与は高いとはいえない（表４参照）。
　表４から見れば、教育の平均収入はほぼ全国平均収入に達しているが、そのうちでは
2000 年に初等教育の平均収入は全国平均水準より下回って、各分野の中ではかなり低い
ことが分かる。2005 年になると、初等教育の平均収入は次第に上昇し、水利・環境・公
共設備管理業、建築業より高くなった。にもかかわらず、全国各分野の総収入において、
教育の総収入は中流に位置する。そうして、今後教師収入の向上が望まれる。
　第三に、高度な専門職として資質を高める手段、責任等を配慮する観点から、教師研修
の保障、教師主体性の発揮などは不可欠である。教師法の第 19 条によれば、各級人民政
　　　　　　　　　　　　　　　　
35) 佐藤学「教師教育の高度化と専門職をめぐる情勢と課題」報告１、特別課題研究「プロフェッション
としての教員養成に関する総合的な研究」、日本教育学会第 65 回大会報告。
36) 榊達雄、前掲論文、74 頁。
37) 袁連生「中国教育経費の不足」中央教育研究所『教育研究』教育科学出版社、1988 年第７期、26 頁。
38) 韋典華「小中学校教師の社会地位」中央教育研究所『教育研究』教育科学出版社、1985 年第１期、
17 頁。
39) 中華人民共和国教育部ホームページ「中国教育改革と発展綱要」
http://www.moe.edu.cn/edoas/website18/34/info3334.htm
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府の教育行政部門、学校の主管部門および各学校は教師研修計画を制定し、多様な形で思
想政治・業務の研修を遂行しなければならない。国家機関、企業事業単位および他の社会
組織は教師が行う社会調査と社会実践に対する便宜を提供し、協力すべきである41)。これ
を受け、中国政府は教師の研修を大きな課題として取り組み、中堅教師研修プログラム、
基礎教育課程・資質教育の実施能力・学級担任を内容とする研修、小・中・高学校の全員
研修計画などを展開したが、教師の研修はほぼ義務づけられたものの、教師の自主的な研
修（例えば、学校を主体とする研修）をめぐる政策内容は少なかい。また、各級行政機関
による教師研修の条件整備の実態は、予算面における不備もあり低迷している。その結果、
実際の教師研修は通信研修等の在宅研修が多く、求める機会がないという実態上の問題が
ある42) と篠原清昭は述べた。今後、政府は教師の自主的な研修を支え、その条件整備に
本格的に取り組む必要がある。
2.3 プリ・サービスの充実
　1990 年代後半になると、政府は教師の資質向上の要請および国際的な教師養成経験を
表４　全国各分野平均収入統計（人民幣 : 元）40)
分野 2000 年 2005 年
全国平均 9371 18364
農・林・牧・漁業 5184 8309
製造業 9750 15757
電力、ガスおよび水の生産および供給 12830 25037
建築業 8375 14338
交通運輸、郵政業 9622 21352
情報、計算機サービス、ソフト業 12319 40558
サービス業 7791 13857
金融業 13478 32228
住宅産業 12616 20581
水利、環境、公共設備管理業 10156 14753
教育 9336 18470
初等教育 8085 15528
中等教育 9239 18476
高等教育 14198 29689
衛生、社会保障、社会福祉業 10930 21048
文化、体育、娯楽業 12159 22885
出典：データ：国家統計局、『中国統計年鑑』（2001 年、2006 年）
　　　　　　　　　　　　　　　　
40) 靳希斌主編、前掲書、112-113 頁。
41) 中華人民共和国教育部ホームページ「中華人民共和国教師法」（1993 年 10 月 31 日に公布され、1994
年１月１日実施された）。
42) 篠原清昭「中華人民共和国教師の訳と解説」『季刊教育法』98 号、112 頁。
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検討したうえで、教師養成への非師範学校、総合大学を奨励した。これを受け、中国でも
「開放型」教師養成が展開されたが、この仕組みは、いわゆる師範学校を主に、高等学校
との共同養成体制である。師範学校のみならず、すべての高等学校は教師養成への参加が
奨励され、総合大学に対して教師養成への意識的、積極的な関与を求めたものであった。
　中国教育年鑑の統計によると、2002 年に 475 校の高等学校が全日制の本科・専科レベ
ルの教師養成を担い、その中で高等師範学校が 183 校、教育学院が 34 校、非師範学校が
258 校である。非師範学校は教師養成全体の 54%を占めた43)。
　一体なぜ教師養成に対する総合大学の充実を求めるのであろうか、第一に、政策が示し
ているように、教師の実践能力、研究能力、グローバル化に対応する能力などの養成が求
められているからである。第二に、総合大学における学科の包括性が高く、学科間の融合
を合わせる教師の総合的な資質を図ることが重要であるからである。第三に、総合大学の
歴史が長く、教育資源が豊富であり、優秀な学生を引き受ける可能性が高いからである。
　また、教師の専門的、総合的な力量を達成させるため、総合大学をいかに生かすべきか
等について、検討してみる。
　第一に、教師養成に関与する総合大学が、どのような基準で参加するか、政府は明確に
示さず、地方政府或いは師範学校にゆだねることが原則となっている。それによって、条
件が整備されている地域では 1980 年代の初頭に既に教師養成への総合大学の試行が始
まっていたが、一方で、条件が整備されていない地域では、教師数の不足に直面している。
また、すべての高等学校は教師養成に関与することが認められるが、高等教育の格差が深
刻である中国では、教師の資質向上どころか、教師の資質劣化につながりかねない。そし
て、教育の公平原理、教師の全体的な資質向上という視点から、教師養成に関与する基準
について十分に議論する必要がある。
　教師は一定の課程によって養成されることはいうまでもなく、すべての高等学校が一定
の基準を満たせば教師養成を行うこともすべきであろう。そして、教師養成課程認定制度
の確立が求められ、教師教養における一般教養、教科教養、教職教養をめぐる課程の設置、
履修単位、教育実習などの基準を明確にすることは必要であろう。そのうえ、教師課程認
定制度および教師資格制度の関連づけを十分に検討することは不可欠である。
　第二に、これまでの教師養成に参与する総合大学は二つの経緯があり、一つは総合大学
の中で教育学院（師範学院）の設置によって教師養成を担う。もう一つは 1980、1990 年
代に高等教育改革の下で師範学校の合併、昇格によって、総合大学の一つの学院になると
いうものである。
　総合大学での教育学院（師範学院）の設置は僅かであった。それは教師養成に総合大学
の意識的、積極的に関与することの難しさが読みとれる。師範教育を受け入れる総合大学
は、他の諸学科と異なり、それを重視するとはかぎらなかった。なぜなら、まず、「高度
な研究と教育」という大学の本質と、「義務教育の教師養成」とは相容れない判断は総合
大学に存在する。次は、新たに設置される師範学院をどのように運営するか大学は模索し
なければならない。さらに、教師養成への総合大学は自らの意思決定ではなく、政府の要
　　　　　　　　　　　　　　　　
43) 中華人民共和国教育部ホームページ「中国教育年鑑」 （2004 年師範教育）
http://www.moe.edu.cn/edoas/website18/05/info13605.htm2010 年６月３日アクセス
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請に従った面もある。
　以上のことに鑑み、教師の資質は高度な研究と教育の下で専門的な養成でなければ、教
育現場の発展に対応できない。つまり、高度な研究による教育があるからこそ、教師の資
質向上を総合大学に求めることである。
　第三に、教師の専門的、実践的な力量を達成させるため、一般教養課程、教科課程、教
職課程の学問的な水準の向上に対する総合大学に求めるべきである。
　近年、教師の総合資質を向上させるため、一般教養と教師教育の段階式養成を模索する
改革が見られた。その中での「３+１」モデルは最初の３年間に各学部で一般教養課程と
教科教育課程を履修し、最後の１年から教職に関する課程と教育実習の履修が求められる。
それは教師の教科教養を強化するとともに、教師教育弱化の傾向を否定できない。師範学
校の昇格、総合化或いは総合大学の参加など急激な教師教育制度の変革が行われたものの、
教職課程の比率は相変わらず低いのが現状であった。今後、従来の師範学校の教職課程の
弱さに対して、教育と社会、教育と家庭、子どもに対する指導能力などの分野で総合大学
の学問的研究を十分に生かすことが求められる。
2.4　現職教師研修の充実
　ユネスコ・ILO「教師の地位に関する勧告」では、教職は専門職として認められるべき
ことを根拠として、教師に「きびしい不断の研究」を求めている。それは、教師の職能成
長が大学の養成教育にとどまらず、現職教師に対する研修によって、専門職としての教師
の資質向上として、その必要性を訴えた。つまり、教職の本質から見れば現職教師の研修
は不可欠である。その一方で、市川昭午はこうした教育の本質や教職の特質だけでは、研
修の重要性は指摘できてもその必要性を十分に説明しきれないとして、次の点をあげてい
る。大学における教員養成の不備、教師の仕事のマンネリ化を防ぎ職能成長を刺激する必
要性、科学の発達や社会の変化に対応した教育内容や教育方法の習得の必要性などであ
る44)。これらの一連の視点を踏まえ、中国での現職研修の充実を検討する。
　第一に、これまでの研修は殆ど義務であり、行政研修に対する自主的研修が少なかった。
行政機関が行った諸研修は教師の個人的なニーズに基づくのではなく、教育現場に対応す
る教師の資質向上を求めることである。専門職としての教師の自律性から見れば、行政機
関が研修機会を提供することはいいことであるが、教師の個人の要求に応えなければ、教
師の積極性の喚起や資質向上につながらないだろう。
　アメリカでは、教師研修は教師の「日常的な、継続的な職能成長を促す」ことを目的と
する。例えば、カリフォニア州では、免許を取得した最初の年から五年後に向けて、個人
ごとの「職能成長計画」をアドバイザーと相談しながら作成し、五年かけてその計画を実
施していくことになっている45)。職能成長計画は、州が定めた領域や種類の範囲の中で、
教師自身が自ら組み合わせていくものであり、それは、大学院での学習、学内での初任者
の指導、著書の執筆、教材の開発、教育委員会によって提供される研修会やワークショッ
　　　　　　　　　　　　　　　　
44) 市川昭午「教職研修の意義と在り方」『教職研修事典』教育開発研究所、1983 年、６頁。
45) 牛渡淳「近年の教員研修政策の動向と課題―教員免許更新制度と教員研修の関連性を中心に―」『日
本の教師教育改革』、学事出版株式会社、2008 年４月、190 頁。
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プへの参加、教員団体での職能的活動、教員センターでの自主的研修など、極めて多様な
形態を含むことが可能である46)。このような研修は、教師自らの問題から出発し、自身の
内省をもとに、教師の継続的な職能開発は可能である。中国のような広い国では、教育の
事情が極めて多様であり、そのため、教師のニーズに基づく多種多様な研修内容を提供す
ることは有効であろう。
　第二に、教師全体の研修より中堅教師の研修が多かった。1998 年の「21 世紀に向けた
教育振興行動計画」は、小・中学校における中堅教師の研修を強化する。1999 年および
2000 年に全国範囲でおよそ 10 万人の小・中学校、職業学校の中堅教師を選抜し、研修さ
せる（うちの１万人に重点をおき、特別に教育部において研修させる）。また、校内の教
育改革・講演・検討および他の学校の授業参観などを通じて、地元の教育改革において中
堅教師が大きな役割を果たすことが期待されると定めた47)。また、1999 年実施された「小・
中学校教師継続教育工程」では、全国の小・中学校、職業学校から 100 万人の中堅教師を
各級教育行政機関で研修させ、各省（自治区・直轄市）から 10 万人、地区市ではおよそ
90 万人、うち１万人を教育部において研修させとした。
　それに対して、「小・中学校教師継続教育工程」によれば、およそ 1000 万の小・中学校
の教師を対象とする全員研修を実施し、教師の資質向上、特に資質教育に対応することを
目指している。「工程」の目標として、大部分の小・中学校の教師を多様な形において
190 学時48) で研修させ、貧困地域の教師が最低一回 （最低 40 学時）の研修を受けること
を要求した49)。
　研修は教師の権利であり、すべての教師に研修の機会を提供することは行政機関の責任
である。また、義務教育の問題は農村、特に貧困地域に深刻である。以上の研修から見れ
ば、本来教育の格差が存在する都市部と農村部において、教師の資質の格差が更に拡大さ
れていくことは予想される。この問題に対して、張梅は現段階においては教師の力量の向
上または継続的学習機会は依然として少数の中堅層にしか向けられていない。その結果、
教師の中に学歴や力量の面で一層の格差を作り出して、市場原理の中で水準に「追い付け
ない」教師は切り捨ててもよいという傾向が強く見られる。これは教師全員の向上という
初期の目的と矛盾すると指摘した50)。
　そして、教師研修に対する各級行政機関の支援の拡大は不可欠である。特に、農村およ
び貧困地域に対する配慮が必要である。また、現在の研修方式から見れば、中堅教師研修
の効果をいかに拡大することが課題となって、中堅教師の力量を向上させるとともに、研
修を通じて得た経験、考察をもとに、すべての教師を参加させる校内研修相談会の展開が
考えられる。更に、すべての教師を対象とする長期的な研修コースが計画され、各級研修
機関の連携によって段階的に展開していく。
　　　　　　　　　　　　　　　　
46) 牛渡淳、前掲論文、190 頁。
47) 中華人民共和国教育部ホームページ「21 世紀に向け教育振興行動計画」（教育部 1998 年 12 月）
http://www.moe.edu.cn/edoas/website18/37/info3337.htm2010 年６月 23 日アクセス
48) 学時とは一授業の時間にあたり、中国では 45 分がほとんどである。
49)「小・中学校教師継続教育工程方案（1999-2002 年）および実施意見」（教育部 2000 年３月）
50) 張梅「中国にける教師教育政策の動向と課題 -90 年代以降の教育政策を中心にして」『日本教育政策
学会年報』10、2003 年、211 頁。
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中国における教師養成政策の展開と課題（戴）
　第三に、教師研修と教師養成の目標を明確にする必要がある。現段階の研修について、
研修水準の低さ、研修課程の内容と教師養成課程の内容とがほぼ同様であること、つまり
内容の重複問題、小・中学校の教育実践に適応できないこと、研修制度の不整備などは批
判の的である51)。もちろん、市川昭午が述べたように、「大学における教員養成の不備」
という養成段階の不足は教師研修の必要性の根拠として挙げられる。しかし、養成段階と
研修段階のそれぞれの役割を明確にしなければ、養成段階にやるべきことを研修段階に伸
ばさせ、養成段階の不足を補う役割を果たしうる、教師の継続力量の向上という本来の目
的とずれる側面が考えられる。
　例えば、「小・中学校教師継続教育工程」の新任教師（０-１年教職経験）について、研
修の目的として、教職観念の強化、教育法規の把握、担任学科の教育方法の習得、教育学
科内容の習得、小・中学校の教育工作に早めに適応するように求められる52)。教職観念の
強化、教育法規の把握、担任学科の教育方法の習得、教育学科内容の習得は教師養成段階
に含まれるはずの内容であり、教師養成とどのような区別があるかを明確にせず、教師研
修の意義をどこに求めるかが問題となった。
　そして、教師研修の視点から見れば、教師研修は教師の職能成長を根本的な目的である
べき、教師研修に向けた研修課程体系、教師職能開発コースなどの設置が求められる。
３　結び
　以上、中国における教師養成政策の変革を概観しながら、専門職としての教師養成とい
う視点から、教師養成の課題を考察した。改革開放以降、社会主義現代化建設という上位
目標の下で、全民族の資質向上や人材の養成、労働者の資質向上などの下位目標の設定に
よって、教育の貢献が強調されたが、一体どのような教育によって、人材養成ができるの
かは大きな課題となった。
　それと同時に、教師養成をめぐる時代は大きく変わった。教師養成について、量的拡大
から質的充実への転換、「受験教育」から「資質教育」への転換、専門性への要求という
三つの時代要請に対応して、様々な改革が行われた。
　ここでは、教師資格制度の改善、教師の待遇改善、プリ・サービスの充実、現職教師研
修の充実という四つの課題が挙げ、検討し、以下に要約する。
　第一に教師資格制度の改善について、教師の専門的力量を達成させるため、小・中学校
におけるそれぞれの教師資質を十分に検討したうえで、教師像を明確にする必要性、教師
の養成方法（特に教師養成課程）の規定、教師教育の充実などの社会的な要請の配慮、教
師資格の更新などの視点に基づいて、教師資格制度の改善は必要である。
　第二に、教師の待遇改善は教師の地位に関わる重要な要素の一つである。専門職として
の教師地位の確立、教師の資質向上、教師職業の誘導力などから見れば、教師の待遇を向
上させることは不可欠である。中国での各行業の収入を比較すると、教師の給与が決して
高いとはいえなかったことが分かる。それに対して、義務教育への国家財政投入の増加、
　　　　　　　　　　　　　　　　
51) 石長林、前掲論文、118-119 頁。
52)「小・中学校教師継続教育工程方案（1999-2002 年）および実施意見」（教育部 2000 年３月）
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各級人民政府のリーダーの重視、義務教育・教師に対する社会全体の思想転換が求められ
る。また、教師研修、文化活動をもって専門職としての資質を高めるサポートを行うこと
が求められている。
　第三に、プリ・サービスの充実に関して、師範学校を主に、高等学校との共同養成体制
という中国の「開放型」教師養成が確立された。それに対して、教師養成に参加する総合
大学の基準の設置が求められ、教師養成課程認定制度の導入によって、教師教養における
一般教養、教科教養、教職教養をめぐる課程の設置、履修単位、教育実習などの基準を明
確にすることが必要である。また、一般教養課程、教科課程、教職課程の学問的な水準の
向上、高度な研究と教育の下で専門的な教師養成に対する総合大学が果たすべき役割が重
要である。
　第四に、現職教師の研修をめぐって、「日常的な、継続的な職能成長」を促す自主的研
修の増加、すべての教師に研修の機会を提供するための長期コースの設置、また、教師の
ニーズに基づく多種多様な研修内容の提供などを改革の方向と挙げられるとともに、教師
研修と教師養成の目標を明確にしたうえで、教師研修課程、教師職能開発のコースなどが
求められる。
　総じて、社会転換期を迎えてきた中国では、世界の各国の経験をもとに、自国の国情に
対応する教師養成のさらなる改革が期待される。
